
































(要約)

本研究班は、行政(県、保健所、市)、医療機関、助産婦その他の民間事業といった様々な

立場から母子保健活動に関わっている 12 名の委員からなる研究会を設置し、検討を行っ

た。平成 3年度は、北九州市及び水戸市の現地視察を行い、今年度はディスカッション形

式により母子保健事業のあり方について検討した。また、都道府県の母子保健担当課に対

して行ったアンケート調査やヒアリング、母子保健に関する諸研究の検索を基に、21 世

紀を支える母子保健事業のあり方について考察を行った。

少子化が定着した社会において、母子保健サービスに対しては、単に健康を確保するとい

うにとどまらず、育児支援という側面が強まっており、母子保健に携わる者には、単なる

病的な状態をチェックするのみならず、かなり幅のある正常な子供の発達、発育を注意深

くフォローし、更に、親の養育態度を指導・支援する能力も求められている。特に保健指

導については、家庭内で支えきれない育児体験の少ない親等に対する子育て相談支援事業

といった様相が濃くなっている。

一方、基本的な対人サービスの供給主体が市町村であることは必須であるが、その問題と

対策については、漠然とした不安を抱いている関係者が多く、具体的な対応策を検討して

いない自治体が多かったため、対策案を提示する必要が認められた。


